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柴又地区震災復興まちづくり訓練
ガイダンス

～事前復興まちづくりについて学ぶ～
令和６年８月１０（土）１４：００～１６：３０

開会

（１） 発災からの避難・生活再開に向けて

（２） 復興のイメージづくり(DVD上映)

（３） 事前復興まちづくり訓練とは

～首都直下地震、どこよりも早く復興するために～

（４） 今後の予定

（５） 解説

閉会

（１）発災からの
避難・生活再開に向けて

葛飾区 地域振興部 危機管理課 訓練係
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本⽇お話しすること

１．葛飾区の被害想定

２．発災から避難

３．避難⽣活から復興に向けて

(1)-2

１．葛飾区の被害想定

(1)-3
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東京都の新たな被害想定

令和４（２０２２年）年５⽉２５⽇

首都直下地震等による東京の被害
想定（平成24年公表）

南海トラフ巨大地震等による東
京の被害想定（平成25年公表）

１０年ぶりの見直し

⾸都直下地震等による被害想定

(1)-4

冬の夕方１８時 風速８ｍ／ｓの場合 （焼失棟数には倒壊棟数を含まない）

23区全体（令和４年）
令和４年公表平成２４年公表

想定地震
都心南部直下地震東京湾北部地震

77,031棟4,589棟7,446棟全壊棟数建物被害

533件31件43件出火件数
火災被害

103,282棟5,137棟10,362棟焼失棟数

5,722人283人500人死者数
人的被害

84,965人3,439人5,515人負傷者数

16.3％15.6％24.5％停電率

ライフラ
イン被害

5.0％5.5％10.9％固定電話不通率

31.2％5.6％67.0％ガス供給停止率

34.1％61.1％71.2％断水率

5.4％7.0％29.7％下水道被害率

2,719,909人169,051人200,970人避難者数

3,675,733人31,738人70,560人帰宅困難者数

29,429人1,239人2,113人自力脱出困難者数

葛飾区の被害想定

出典：東京都防災会議「首都直下地震等による東京の被害想定」令和４（２０２２年）年５月２５日 (1)-5



4

ライフライン・インフラ
復旧時期の⽬安

電気・・・１週間程度

都市ガス・・・１～２か月程度

上水道・・・１か月以上

下水道・・・１か月以上

通信・・・２週間程度

鉄道・・・１か月以上

道路・・・１週間程度
(1)-6

出典：葛飾区⾃治町会 地域防災マニュアル 地震編・⽔害編(2023.3⽉改定)
東京都「地震に関する地域危険度測定調査報告書（第9回）」（令和4年9⽉）

柴⼜地区総合危険度
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２．発災から避難

(1)-8
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３．避難⽣活から復興に向けて

(1)-12

14

・災害により自宅が倒壊・焼失した方が、次の生活

場所が見つかるまで、一時的に生活をする場所

・在宅避難をしている方へ、物資や水、情報等を

提供する生活拠点としての役割

避難所

(1)-13
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 物流が回復して、生活必需品等が入手しやすく

なるのは発災からおよそ１週間・・・

 飲料水や食糧は最低でも３日分、
できれば１週間分を備蓄しておきましょう！

 生理用品や簡易トイレなど、
自分が生活をするために必要な物も
多めに備蓄しておきましょう！

⾃宅での備蓄

(1)-14

避難所⽣活から仮住まい⽣活に移る
①区⺠の動き
・罹災証明書の取得 ・住宅の応急修繕
・被災者⽀援連絡会の活動・復興まちづくり等の検討

②区の動き
・地域で復興まちづくり計画作成
・罹災証明書の発⾏

応急復旧期からの動き

(1)-15
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発災後の対応については、「⾃分の⽣命を⾃分で守
る」⾃助と「⾃分たちのまちは⾃分たちで守る」共助
の理念が重要。

復興は⾃助・共助・公助が相互に連携する必要が
あります。

これから復興やまちづくりの体制づくりを
皆さまと⼀緒に考えていきましょう。

最後に

(1)-16

（２）復興の流れをイメージ(DVD上映)
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（３）事前復興まちづくり訓練とは
～首都直下地震、どこよりも早く

復興するために～

東京都立大学 中林 一樹 名誉教授

葛飾区・柴又地区 復興まちづくり訓練2024
第０回 復興まちづくり訓練ガイダンス

事前復興まちづくり訓練とは
〜首都直下地震、どこよりも早く復興するために〜

２０２４年８月１０日

東京都立大学・首都大学東京／名誉教授
葛飾区・都市計画審議会／会長

なかばやし いつき

中 林 一 樹 (3)-1
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21

震度６弱以上の地震動が
30年以内に発生する確率

２６％～

６～２６％

３〜６％

０.１～３％

０～０.１％

2004新潟県中越地震

1995兵庫県南部地震
阪神･淡路大震災

１．繰り返す震度7の大地震

確率論的地震動分布図2020 (2021.3.26)

2024能登半島地震

2018北海道胆振東部地震

これが震災の誘因

(3)-2
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2016熊本地震

首都直下地震

南海トラフ巨大地震

復興が課題となる｢最大震度7｣の６大震災
能登半島北海道熊本東日本中越阪神・淡路

2024.1.12018.9.62016.4.162011.3.11
2004.10.2

3
1995.1.17本震発生

M７．６M６．７M７．３M９．０M６．８M７．３本震のＭ

震度７震度７震度７×２震度７震度７震度７最大震度

８,３９１棟４６９８,６６７１２２,０３９３,１８４１１１,９４１全壊全焼

17件/約300－15件/1330件/？6件/10？285件/7100火災件数

２１,３８３棟１,６６０３４,８３３２８５,１８８１３,８１０１４４,２７４半  壊

２３２人４１５０１８,５２３１６５,５０２直接死者

７０人２２２６３,８０２５２９１９関連死者

約１,３２６人７８２２,８０９６,２４２４,８０５４３,７９２負 傷 者

☆「東北地方太平洋沖地震（総務省消防庁第163報：2023.3.9）」、「東日本大震災における震災関連死
の死者数（復興庁：2023年3月31日）」、「熊本地方を震源とする地震（総務省消防庁第121報：
2019.4.12）」、「北海道胆振東部地震（北海道庁第121報：2022.9.5）」、 「令和６年能登半島地震
（総務省消防庁第106報：2024.7.9.14:00）/石川県第144報2024.7.9.14:00）

(3)-3
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面的推定震度分布 正式版
防災科学研究所 2024.1.1 16:11

２．能登半島地震とは

23

①

②

③
④

（前震）

（本震）

（余震）
（余震）

海水面

前の海岸線

新しい海岸線

能登半島における群発する地震の震央分布図

震央分布図：気象庁

(3)-5
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輪島市鹿磯漁港岸壁の隆起量
３．８〜３．９mの隆起

（産業総合研究所・現地調査）

珠洲市長橋
漁港は､隆起
により港内の
海底が陸化
し船溜まりと
岸壁が使用
不能となった

内閣府

能登半島の隆起
3000〜4000年に一度の地殻変動

(3)-6

輪島：読売新聞・国際航業

逆断層の上部の先
端にある輪島（半島
北部）では隆起で、
漁港の港内が隆起
し、外洋の磯場（藻
場）も隆起。
隆起が防潮効果を
もたたらし、陸揚げ
の船舶に被災なし。

逆断層の先端
から奥(南側）に
離れている珠洲
も、わずかに隆
起しているが、
直接、海岸から
や、川に逆流し
て堤防を越え、
津波が市街地
を破壊した。

珠洲：読売新聞・国際航業

(3)-7
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輪島：読売新聞・国際航業

氷見：読売新聞・国際航業

能登：読売新聞・国際航業

液状化よるマンホールの抜上がり・家屋の沈み込み
防火壁の剥落

崩壊家屋による道路閉塞

(3)-8

輪島：読売新聞・国際航業

輪島：読売新聞・国際航業

輪島：NHKG 輪島：NHKG

輪島：読売新聞・国際航業 (3)-9
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輪島・朝市通り地区の火災

・出火時間 １月１日１８時頃
(地震約２時間後・出火原因不詳)
・焼失区域面積 約４.８ha
・焼失建物棟数 約３００棟
(強風下ではなかったが延焼拡大)

＜延焼拡大の背景＞
①津波避難情報（１６：１３頃）

で住民が避難していて、
初期消火困難であった。

②液状化で断水、貯水槽濾水
③地盤の隆起で河川水が流失
④裸木造建物（板外壁）の密集
⑤隣棟隙間のプロパンガスボン

ベ、大型灯油タンクの爆発
が火勢を強めた

⑥建物の倒壊や傾斜が隣棟間
隔を狭め、建物が連坦した

⑦被災市街地の道路閉塞国土地理院

国土地理院

(3)-10

被災地
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公設避難所

自主避難所
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１.５次
避難所

提供公営住宅（被災地外）
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被災地復興・自宅再建
（自宅再建・災害公営住宅）

在宅避難

縁故避難

応急修理

奥能登の被災者は避難・仮住まい期に被災地を離れた人が多
く、一人一人はどこで、どう復興し、まちをどう復興する？

人口還流

移転復興・自宅再建
（新築・購入・賃貸住宅）

(3)-11
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能登半島地震の被災者状況 －石川県の避難状況等－

建設仮設５）被災登録者３）２次避難２）・公営住宅１次避難１）孤立集落
日時

供与着工在宅縁故県外県内避難避難者施設人数所

ーー？？ーーー３３,５３０３７１ーー1/4

ーー？？ーー－２８,１６０３９１３,３４５２４1/8

ー２４７？？２１,０８１１,６８０１６,７４２３９０４１５１５1/15

ー３３８？？１８５２,９７８３,４８１１０,８２３３００１４４1/23

１８１,２４８２,８６７４,４２５３６３４,４２９５,０８６８,５７９２８８ーー1/31

５８２,２２７４,１８７６,４５８４７６４,７５１５,４１４６,９３４２５９ーー2/13

３０２３,５２２４,５５７７,２３１４８１４,２９７４,９０７５,８７７２２２ーー2/28

４４７４,３４５４,７９７７,５８８４４１３,７７７４,５５１５,０８３２００ーー3/12

８９４４,９５６４,９２５７,７５７３４７３,１２０３,５７０４,２６５１７３ーー3/26

１,８０８５,３８２４,９５６７,７３５１５５２,４４８２,６８９３,３５１１４２ーー4/9

３,５５７５,７７１6,317/87,811４６１,７４７１,７９３２,２１５１１８３７４）４5/8

４,８２８６,４３９9,629/106,574２１１,３０７１,３２８１,０６６６２３７４）４6/18

５,３０１６,７２７9,580/109,746１７８９９９１６７８６５５３７４）４7/18

1)広域避難者を含む 2) 1.5次避難者を含む 3) 1月19日からの石川県の被災者登録台帳登録者。4月2日
集計（縁故：7735人、在宅：4956人）以降未公表。5月8日以降：6市町外居住/6市町内居住 4)長期避難世帯
5)震災から半年後、6月末の「みなし仮設（賃貸型仮設住宅）」で被災地外居住者は3800世帯（約1万人）に。(3)-12

①被災地復興・・・復興まちづくり
＊地域の課題を解決するべき被災地を選定し、そ
こに集中的に費用を投じて進める、被災地の復興

（１）市街地（基盤復興）・・・・まち創造

（２）コミュニティ(社会復興)・・近隣再生

②被災者復興・・・復興いえづくり
＊全ての被災者（家族）・被災事業所（企業）に公平
公正に支援し、被災者個人の復興

（３）居住者（生活復興）・・・・日常創出

（４）事業者（産業復興）・・・・仕事創生

３．二つの「災害復興」－人と街－

(3)-13
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被災者復興と被災地復興

被災市街地

生活復興
（住宅再建）

産業復興
（企業再建）

(3)-14

「被災者復興」は“居住者と事業者”

居住者
復興

(罹災証明)

事業者
復興

(被災証明)

生活（食事・日常）
収入（自営・雇用）
住宅（原地・移転）

施設（原地・移転）
事業（継続・再編）
就労（被災・平常）

被
災
者
復
興

(3)-15
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「被災地復興」は地域の“空間と社会”

市街地
復興

インフラ
復興

コミュニティ
復興

公共施設

公益施設

街路・公園・上下
水道・河川・海岸

鉄道・電気・ガス・
通信・空港・病院

市街地基盤・再開発・商店街・交通

地域社会・近隣関係・集会施設・
神社・仏閣・文化財・祭り・自治会

被
災
地
復
興

(3)-16

４．東日本大震災の「被災者復興」と「被災地復興」
〜津波被災者の「復興感」・「回復感」調査（中林ら）から〜

●「復興」とは何だろうか？

●公共事業の｢復興｣は、｢復興事業の進捗｣で評価されてきた。

●しかし、「被災者にとっての復興とは何か」

「どのように被災者の復興は進むのか」
●被災前を取り戻す「復旧」に対し、目指す目標を達成するのが「復興」

●でも被災状況も属性も異なる被災者の｢復興｣には｢客観的な目標｣はない

●被災者の「復興目標」とは、被災者の主観的な自己評価なのではないか。

①復興感 ： あなたの生活全般の“望ましい生活”に対して、

現状は何％くらいの復興だと思いますか？

②回復感 ： 震災前に比べ、現在の状況は

何％くらいの回復だと思いますか？

(3)-17
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復興感の高い人が多い
＝復興が進んでいる
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比
率

復興感の比率

被災者が想い描いた「復興

目標」に対して、１年ごとの各
々の復興進捗の現状評価を
毎年2,3月に行ってきた。

左のグラフは、横軸に「一人
一人の復興感」、 縦軸は回
答者の「復興感別の回答率の
累積」である。凹型は復興感
の低い人が多い状況、凸型は
復興感が高まった人が多い状
況である。

東日本大震災における､津波被災者の「復興感」調査から
「被災者復興」の進捗と満足度を“見える化”してみた

復興感の高い人が少ない
＝復興が遅れている

被災者の復興の進捗は
復興感が高まること
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東日本大震災 津波からの「被災者復興」 とは何か

回
答
者
の
累
積
比
率

被災者一人一人の復興感

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1
00

％

90
‐100

％

80
‐100

％

70
‐100

％

60
‐100

％

50
‐100

％

40
‐100

％

30
‐100

％

20
‐100

％

10
‐100

％

0‐1
00

％

生活全般の望ましい生活に対する復興感

2021年調査

2018年調査

2017年調査

2016年調査

2015年調査

2014年調査

2013年調査

2012年調査

復興できない
「喪失」

実現できた
「復興」

被災者には、

復興できない、「喪失」したもの

がある

被災者には、

Build Back Better ではなく

Build Back も出来ない人もい

る

「喪失」したものとは

「回復」でも、「復興」でもなくて

、新しいものや状況の「創造」で

しか越えられないものであろう

望ましい生活復興像に対する「復興感」

(3)-19



20

東日本大震災：津波被災者の｢復興感｣を規定すること

〜重回帰分析の標準化係数による「復興感を規定する生活事項の回復感」〜

２０２１２０１８２０１７２０１６２０１５２０１４２０１３２０１２生活項目

ーーー０.２４ー０.１６０.２００.２６日常(食事)

ーーーーーーーー買物の便

ーー－ーーーーー医療状況

ーーーーーーーー仕事状況

ー０.１７０.３２０.２５０.１３０.１４０.２００.２０家庭収入

０.１９ーーーー０.１３０.１３ー近所関係

ー０.１８ーー０.２５ーーー子孫生活

０.２１０.１２０.４４０.３３０.３５０.４５０.４１０.４６住宅状況

ーーーーーーーー通勤の便

ー０.２４ーーーーーー外出の便

０.４１０.４１０.２２０.２７０.３１ーーー地域復興

０.４４０.６６０.５４０.５８０.６２０.５９０.５６０.５１R２（調整済）

４２２１８３１６９１７６１７４１９０１８０１７１分析票数
１）

1) 2012～2018年は継続回答数、2021年は有効回答全数。 変数投入：ステップワイズ法
(3)-20

「被災者復興」の進捗を規定する重要な取組みとは

世帯収入の復興・確保日常生活の回復・創出

未復興
（喪失）

復興済

復興済

未復興
（喪失）

回
答
者
の
累
積
比
率

回
答
者
の
累
積
比
率

被災者一人一人の復興感 被災者一人一人の復興感
(3)-21
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復興済

未復興
（喪失）

「被災者復興」の進捗を規定する重要な取組みとは

復興済

未復興
（喪失）

市街地・集落の復興住宅の再建・確保

回
答
者
の
累
積
比
率

回
答
者
の
累
積
比
率

被災者一人一人の復興感 被災者一人一人の復興感
(3)-22

（都市･市街地）
基盤復興

復興の4次元構造-被災者と被災地-

（企業・仕事）
産業の復興

（暮らし･住宅）
生活の復興

（コミュニティ）
社会の復興

（市街地基盤）
都市の復興

災害復興の
四次元構造
●被災者復興
●被災地復興

生活・産業・
社会・都市の
復興バランス
は地域特性
により異なる

(3)-23
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東日本大震災の被災者の「復興感｣にみた
「復興の構成－二つの復興－」

①毎日の食生活
②住まいの再建（見通し）
⑤子供や孫の生活

⑩近助や地域のつながり

生活復興

産業復興

社会復興

基盤復興

被災者復興

被災地復興

災害復興

④仕事の状況
⑥家族の収入
⑦買い物の便

③医療の状況
⑧お出かけの便
⑨通勤交通の便
⑪市街地・集落の復興

(3)-24

•東日本大震災の津波被災者一人一人の「復興状況」を
指標化した「復興感」の推移を、福島県新地町、宮城
県気仙沼市、岩手県大船渡市での10年間の定点調査

•被災者一人一人の主観的｢復興感｣の進捗には、食生
活など「日常生活の迅速な回復」、生活の糧である
「世帯収入・仕事（事業収入）の迅速な回復｣、その結
果「住宅再建・事業所再建の着実な見通し・実施」が、
その場として「市街地の着実な復興まちづくり」と
「コミュニティの再生」が重要になる。

•災害復興とは「日常生活と仕事、コミュニティを迅速に
復旧し、住宅や都市は着実に復興する」こと

ソフト迅速・ハード着実

東日本大震災の、津波被災者の「復興感」に学ぶ
“災害復興”とその“復興支援”の基本方向

(3)-25
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４．神戸の被災市街地
の建物被害の状況 と
復興まちづくりの初動

地図出典：都市計画学会・
日本建築学会(1995)

■ 全 壊
■ 焼 失

半 壊
■ 一部損

(3)-26

新長田の火災は無風状況で発生・延焼

写真：神戸市 (3)-27
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「復興まちづくり地区」の設定

被害発生状況
（被害程度）

市街地の課題
（基盤整備状況）

都市ビジョン
復興まちづくり
を要する地区

復興まちづくり
をせずに被災

者復興を進める

被災地域での復興まちづくりをどこで実施するのか
どのように、神戸では決めたのか

(3)-28

被災地復興の区域設定の考え方

被害状況復興まちづくり
の

被災地区分 小中大

個別修復改造劣基
盤
整
備
状
況

個別修復修復中

個別個別個別良
(3)-29
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被害程度と復興対象地区の区分

復興対象地区の区分
被害程度

（全壊焼失率）

重点復興地区(改造復興地区)：
建物が壊滅的被害を受け、道路等基
盤の改造的整備が必要な地区

８０％以上

復興促進地区(修復復興地区)
過半の建物が被災し、基盤整備等の
改善・修復が必要な地区。

５０〜
８０％未満

復興誘導地区(個別復興地区)
市街地復興よりも、被災者の住宅再建
を誘導し、被災者の復興を進める地区。

５０％未満

(3)-30

1/31 建築基準法「84条」建築制限区域

(3)-31
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神戸
被災市街地と
市街地の復興

松本地区（市）
土地区画整理事業で
市街地の基盤復興

御菅地区（市）
土地区画整理事業で
市街地の基盤復興

地図出典：都市計画学会・日本
建築学会(1995)

湊川1・2丁目地区（住）
土地区画整理事業で
市街地の基盤復興

(3)-32

52

神戸市

復興現地相談所

写真：神戸市(内田 恒)

復興まちづくり
の話し合い(2F)

被災者復興の
相談(1F)

(3)-33
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53

神戸市 まちづくり協議会風景

写真提供：神戸市内田 恒

(3)-34

神戸市 松本地区 の 震災復興土地区画整理事業

居住者 １,２０６世帯/２,３６７人市街地面積 ８・９ｈａ被災前

被災率 ８１％全壊（全焼）４２９棟 /半壊 ８８棟被害状況

事業費 ２５０億円減歩率 ９％
事業決定

1996年3月26日
土地区画
整理事業 (3)-35
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六甲道地区
復興再開発事業の

２段階決定
（計画決定/事業決定）

(3)-36

鷹取地区（復興重点地区）の
土地区画整理事業と修復復興地区計画

野田北部地区（復興促進地区）
地区計画による修復型復興まちづくり
・４mの拡幅、塀撤去、壁面後退など

鷹取地区

(3)-37
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阪神・淡路大震災の復興初動のカレンダー

阪神・淡路大震災 1995年1月17日 M７．３ 全壊 １１２,０００棟 半壊 １４４,４００棟

復 興 の 関 連 事 項年月日経過日数

神戸市長「復興まちづくり候補地の概況調査・検討」指示95. 1. 18２日

被災地復興調査（街区単位の全壊率での概況調査）95. 1. 19３日

神戸市「復興本部体制づくり」で、両本部制95. 1. 23７日

兵庫県「復興本部」設置95. 1. 26１０日

神戸市「建築基準法84条建築制限区域」6地区の公表95. 1. 31２週間

被災現地に「コンテナ」の“復興相談事務所”設置・個別説明95. 2
３週間

湊川地区の住民から「復興まちづくり事業」の要望95. 2

神戸市：84条区域外含む８地区の復興事業区域の都市計画決定95. 3. 16２か月

神戸市「復興計画ガイドライン」公表95. 3. 27１０週間

兵庫県「復興戦略ビジョン」公表95. 3. 30１０週間

兵庫県「復興構想（プェニックスプラン）」公表95. 4. 28１４週間

神戸市「復興計画」公表95. 6
６ヵ月

兵庫県「復興計画」公表95. 8. 4

神戸市：野田北部地区の都市計画の事業決定（最初の事業決定）95. 11１１ヵ月
(3)-38

阪神大震災の復旧・復興へプロセス

復興プロセス復興に必要な時間

対応活動復興過程時間長復興Step

緊急対応失見当期１〜４日間１０１ｈ(十)

避難対応避難生活期１〜４週間１０２ｈ(百)

応急復旧仮住まい期１〜６月間１０３ｈ(千)

復旧復興復興期１〜６年間１０４ｈ(万)

創造復興発展期６〜１０年１０５ｈ（十万）

(3)-39
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能登半島地震の復興初動のカレンダー
能登半島地震 ２０２４年１月１日 M７．６ 全壊 ６,２２７棟 半壊 ２０,５８９棟

復興の関連事項年月日経過日数

政府：大規模災害復興法の「非常災害」の指定。国の工事代行。24. 1. 193週間

政府：第１回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催
24. 2. 1１ヵ月

石川県：第１回「能登半島地震復旧・復興本部」会議開催

政府：第２回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催24．2. 16７週間

政府：第３回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催
24. 3. 1２ヵ月

輪島市：第１回「震災復興対策本部会議」開催

石川県：第１回（復興）「アドバイザリーボード会議」開催24. 3. 7８週間

政府：第４回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催24．3. 22１０週間

石川県：第２回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催24．3. 28３ヵ月

石川県：「のと未来トーク」の開催（全７回：全４６１名参加）24. 4. 6〜１３週間

石川県：第２回（復興）「アドバイザリーボード会議」開催24． 4. 10１３週間

石川県：第３回「能登半島地震 復旧・復興本部」会議開催
24. 5．20１８週間

石川県「石川県創造的復興プラン（仮称）」公開

七尾市「七尾市戦略的復興ビジョン（仮称）案」市長記者会見24. 6. 10６ヵ月

珠洲市：第１回「復興計画策定委員会－復興方針・計画骨子案」24. 6. 19２４週間
(3)-40

５．葛飾区「都市計画マスタープラン2023」にある
“復興まちづくり方針”と区民参加の復興訓練

(3)-41
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2004年以来、葛飾区で継続している
「復興まちづくり訓練」

R5 高砂地区

R6 柴又地区

(3)-42

地域危険度を踏まえた復興まちづくり方針 都市基盤（広場・道路）復興まちづくり方針

(3)-43
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大規模水害からの復興まちづくり方針

(3)-44

“複眼的復興“
スーパー堤防プロジェクト

親水河川プロジェクト
(3)-45
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仮住まい確保と復興まちづくり：時限的市街地

(3)-46

準備する「事前復興(復興ビジョン・マニュアル)」から
実践する「事前復興(地籍調査・防災まちづくり)」へ

(3)-47
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災害復興における時限的市街地の意義

生活
被災者
復興

被災地
復興

災害
復興

産業

社会

基盤

住宅（寝）

くらし（食）

仕事（労）

コミュニティ

ライフライン

公共支援

寝る場

生きる
場

時
限
的
市
街
地

仮
設
店
舗
・
事
業
所

仮
設

住
宅

街路・公園

ソーシャル・インフラ

被
災
者
＆
被
災
地
の
復
興
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「時限的市街地」の二つの効用

＜災害救助法の限界＞

• 建設型仮設住宅も、
賃貸型仮設住宅も、
「寝る場」の提供のみ

• 「仮住まい」のみの提
供であり、“店舗等併
用事業者”には、“仮
設住宅”と“仮設店舗”
の職住分離を強要。

• 被災地のコミュニティ
を破壊し、復興まちづ
くりの合意を困難に。

＜時限的市街地の効用＞

①住宅とともに店舗等を配置
し「寝る場」のみでなく、「生活
と仕事の場」を提供する『都
市機能確保型時限市街地』

②被災地のコミュニティ機能
を継続し、復興まちづくりの合
意形成者を地域にとどめて、
被災地復興を推進する、地域
の土地建物の関係権利者の
入居を優先する『コミュニティ
継続型時限市街地』

(3)-49
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(3)-50

「想像による“事前復興”が
強靱な葛飾・柴又を創造する」
「課題解決型防災まちづくり」から「目標
達成型復興まちづくり」へ思考展開を！

「超高齢社会」と「人口減少土地余り社会」
に災害につよい街づくりを進めるには、

二つの「そうぞう力」で考えてみよう！
それは、｢想像力｣ と ｢創造力｣

ご静聴ありがとうございました。

中林一樹 (3)-51
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（４）今後の予定

■震災復興まちづくり訓練とは

大地震で被災すると、住民も行政も目の前の応急対応におわれます。
しかし、一方で早い時期から地域と行政が力を合わせて復興への取り
組みを始めていくことが重要です。

このことから、自分たちのまちで地震被害が発生した場合、その後の
復興をどのように進めていくか、震災前から準備しておく「事前復興」
が重要とされています。

このために復興過程を疑似体験して、震災復興の手順や方針を話し合
うなどして備えておくのが「震災復興まちづくり訓練」です。

液状化の様子(千葉県浦安市)
出典：一般財団法人消防防災科学ｾﾝﾀｰ

ゆれによる被害の様子
(熊本県益城町)

延焼火災の様子(神戸市長田区・須磨区)
出典：一般財団法人消防防災科学ｾﾝﾀｰ

(4)-2
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「防災訓練」では、災害直後から避難所生活までに必要な技術を習得して
きました。
一方、「震災復興まちづくり訓練」は、避難所など応急対策が一段落した

時期以降に生じる様々な課題をイメージし、それを解決する力を養うこと
を目的に行います。

■防災訓練と震災復興まちづくり訓練

(4)-3

復興の進め方案の結果発表グループワークの様子 まち歩き結果の報告

• 葛飾区では、震災を想定した復興まちづ
くり訓練を、区内１９の自治町会連合会
のうち１０地区で実施してきました。

• 震災からどのように復興していくか、地
域の皆さんと区、学識経験者などが話し
合い、それぞれの地域における震災復興
の進め方を取りまとめています。

■これまでの震災復興まちづくり訓練の取組

(4)-4
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〈対象〉
柴又地区（５自治町会）

〈会場〉
柴又地区センター
大会議室

〈形式〉
約2０名を３班に分け、
各班で意見交換しながら進めていきます。

主な内容予定日
（いずれも土曜日）

回

事前復興まちづくりについて学ぶ８/１０ガイダンス

復興の手がかりを探そう１０/５第１回

被災後の住まいの確保、復興方針を考えよう１２/１４第２回

■柴又地区震災復興まちづくり訓練の進め方

※今後、新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染拡大により開催が困難と判断される場合には、
訓練の中止または内容等を変更する場合があります。

な かばやし い つ き

訓練各回と 訓練全体の

アド バイ ス・ 解説を いただき ます

東京都立大学 名誉教授／工学博士
葛飾区都市計画審議会会長  他

中林 一樹 氏

ア ド バイ ザー

(4)-5

「復興の手がかりを探そう」

■葛飾区の被害想定と地域協働復興の流れ、体制等について学びます。
■被害が予想される箇所や復興資源について、事前に区が点検した結果を
もとに、柴又地区の復興で重要となる課題や資源を話し合います。

復興で重要となる課題や資源等を話し合う様子
（水元地区）

■プログラム
１．葛飾区の被害想定と

地域協働復興を知る

２．柴又地区の特性と訓練用被害想定

３．復興の手がかりを探す

４．発表と解説

第１回：10月５日（土） 14:00～16:30

(4)-6
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「被災後の住まいの確保、
復興方針を話し合おう」

■柴又地区の訓練用被害想定を踏まえ、被災者になりきって、生活再建や
仮住まいの確保、復興方針について、話し合います。

■訓練のまとめとして「柴又地区震災復興の進め方」を検討します。

■プログラム
１．災害危険と復興の手がかりを探そう

２．被災後の『住まい』の復興を考える

３．被災後の『都市』の復興を考える

４．「震災復興の進め方」をまとめよう

５．発表と解説

第２回：１２月１４日（土） 14:00～16:30

まちの様子について地図の上に整理
（水元地区） (4)-7

（５） 解説

東京都立大学 中林 一樹 名誉教授
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《次回の予定》

日時： １0月５日（土）14:00～16:30

場所： 柴又地区センター 大会議室

内容： 復興の手がかりを探そう

アンケートは、

受付の回収BOXに提出をお願いします！

ガイダンス、
お疲れ様でした！


